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〇森林所有者には、山が手入れ不足とならならないよう
適切な森林の経営や管理を行う「責務」があることが
明確化されています。

〇森林所有者が森林の経営管理ができない場合、
「市町村」に森林の経営管理を委託できるようになります。

→ 市町村に委託した森林のうち

・林業経営に適した森林は、
「意欲と能力のある林業経営者」に再委託されます。

・再委託できない森林及び再委託に至るまでの森林は、
市町村が直接管理をします。

森林経営管理制度の概要



経営管理が行われていない森林について
「市町村」が仲介役となって

森林所有者と林業経営者をつなぐシステムを構築

令和元年4月1日からスタ－ト

森林経営管理制度の概要



 森林環境税創設の趣旨

① パリ協定※の枠組みの下における、
わが国の温室効果ガスの排出削減目標の達成

② 近年、激甚化している山地災害の防止を図るため
森林整備の推進

※パリ協定COP21        日本の温室効果ガスの排出削減目標額の達成には、

森林吸収量を確保する森林の整備が必要となります。

令和元年度税制改正において、
森林環境税及び森林環境贈与税が創設。

このような森林の多面的機能を発揮するために、市町村主導で行われる
「新しい森林管理システム」の実施に必要な安定的な地方財源を確保するため、
国民一人一人が等しく負担を分かち合って、わが国の森林を支える仕組みとし
て創設されます。

森林環境税及び森林環境譲与税の創設



制度設計のイメ－ジ

※2023年度までは国税として復興税が課税されています。
2024年度から施行 2019年度から施行

交付税及び譲与税配布金特別会計

都 道 府 県

市 町 村

国
税 森林環境税 1,000円/年

（賦課徴収は市町村が行う）

個
人
住
民
税
均
等
割

道府県民税(既存) 1,000円/年

市町村民税(既存) 3,000円/年

約6,200万人納税義務者

森林環境譲与税
・私有林人工林面積（林野率補正有）
・林業就業者数
・人口 により按分

都 道 府 県
●市町村の支援 等

市 町 村
●間伐（境界確定・路網整備含む）
●人材育成・担い手確保
●木材利用促進，普及啓発 等

地球温暖化
防止機能

災害防止
国土保全機能

水源涵養
機能

国

※使途公表

※使途公表

2024年度から施行 2019年度から施行2024年度から施行 2019年度から施行



森林環境譲与税の各年度の譲与額

初年度
約300
億円

平年度
約600
億円

森林環境税

市町村 : 80:20 85:15 88:12 90:10
都道府県の割合

50% : 私有林人工林面積
市町村分 20% : 林業就業者数

30% : 人口
都道府県 市町村と同じ基準

森林環境譲与税の配分割合

市町村の体制整備の進捗に伴い、
譲与額が徐々に増加するように
償還額を設定。



新たな森林管理システムを活用して、これまで手
入れのできていなかった森林の整備、その経営管
理を担う人材育成・担い手の確保を推進します。

木材利用の促進や、山間部の市町村との連携によ
る森林環境教育などの普及啓発に取り組みます。

多くの森林をもつ山間部の市町村では 森林が少ない都市部の市町村では

森林環境譲与税の使われ方



木材価格下落による森林資産価値の低下
森林経営管理制度の創設の背景

スギ・ヒノキ・カラマツの素材価格の推移スギ・ヒノキ・カラマツの素材価格の推移



森林所有者の不在村化による管理不足
森林経営管理制度の創設の背景

那賀町人口ビジョン那賀町人口ビジョン



森林所有者の不在村化による管理不足
森林経営管理制度の創設の背景

過去１０年間の施業実施状況

施業不実施森林 施業実施森林

所有者不在村森林面積割合

在村 不在村

１６％

８４％

４３％
５７％



森林所有者不明森林の増加 森林整備や木材生産
森林の境界が不明瞭に の合意が困難に

森林の持つ公益的機能が低下

所有者の適正な森林管理義務の明確化
・森林管理への意識を醸成
・今まで事業体等の関与がない所有者も対象に意向確認
意向に基づき管理権限を明確化
・民間活力を活用した森林管理
・市町村への経営権の集積（森林環境（譲与）税活用）

森林経営管理制度の課題



・制度周知活動 相談窓口設置（ﾊﾛｰﾌｫﾚｽﾄ）

・意向調査実施（全体調査・個別調査）

・経営管理権集積計画作成

・経営管理実施権 ・市町村森林経営
配分計画 管理事業

森林経営管理制度の進め方

現在の管理状況や
今後の管理方法を把握

林業事業体への再委託
木材生産等の林業経営実施

那賀町への経営権委託

那賀町の直営事業
間伐等の保育施業実施

立地条件の
良い森林

奥地等の条件が
不利な森林



○この制度の主に対象となる森林は
経営管理が行われていない私有林人工林

・境界が明確化されていない森林
・間伐が1度も行われていないスギ・ヒノキの人工林
・50年生を越えて、木材生産が可能な林齢に達している

が、⾧い間施業を実施していないスギ・ヒノキの人工林

例えば

私有林

公有林

人工林
森林

適切に経営管理さ
れていない森林

適切に経営管理さ
れている森林

天然林

竹林

主な対象

・間伐等の森林施業が行われている
・主伐後、造林・下刈等が行われて
いる森林

県・市町村有林など

※竹林・天然林は地域の実情に応じて対象とすることができる

森林経営管理制度の進め方



○対象となる森林の条件整理
１）現地探索と調査

森林所有者や所在地の確認
森林資源の状況や施業の履歴確認

２）森林境界の明確化
境界の確認および測量

３）管理権限の所在
登記名義人・実質所有者・課税対象者

※森林所在地の権利関係等が整っていない場合は
管理権の設定に⾧期間を要する場合があります

森林経営管理制度の進め方



・制度周知活動
説明会の開催 相談窓口設置（ﾊﾛｰﾌｫﾚｽﾄ）

・意向調査実施（全体調査）
那賀町全域の森林所有者に約５千人対して実施
〈調査項目〉

所有者基本情報
所有森林の場所や境界等把握状況
現在の管理状況
今後の管理方法
（新制度活用の希望等）

森林経営管理制度の進め方（現在の実施状況）



森林経営管理制度の進め方
（現在までの実施状況）





意向調査回答率

未回答 回答

森林経営管理制度の進め方
＝意向調査回答状況＝

（現在の実施状況）

市町村への管理委託希望状況

希望する 希望しない わからない



・意向調査実施（個別調査）
那賀町ブロック分けし、ブロックごと５年間で実施
〈調査項目〉

市町村へ管理を委ねたい方へ
委ねる理由、委ねるまでの期間

森林を手放したい方へ
手放す理由、手放す条件、手放すまでの期間等

〈回答方法〉
郵送での回答のほか、ＷＥＢや窓口、訪問でも
対応いたします。

森林経営管理制度の進め方 （今後の取り組み）



・意向調査実施（個別調査）
那賀町ブロック分けし、ブロックごと５年間で

実施
〈調査項目〉

市町村へ管理を委ねたい方へ
委ねる理由、委ねるまでの期間

森林を手放したい方へ
手放す理由、手放す条件、手放すまでの期

間等
〈地区設定〉

字界や小流域等で林業経営に適した地区設定

森林経営管理制度の進め方
〈地区割図〉字界や小流域等で林業経営に適した地区設定

（今後の取り組み）



・意向調査回答を受けての 次のステップ
問３ 「市町村へ委託」を希望されますか?

１）希望するを選択した場合
◆経営管理権集積計画作成へ

２）希望しないを選択した場合
◆自分で管理、民間へ委託して森林管理へ
◆売却したい場合は、森林バンク登録へ
※森林バンクは森林の売買情報を登録し、売買の

あっせんを行う仕組みです（現在検討中です）
３）分からないを選択した場合

森林の状況を調べ、再度確認（連絡）します

森林経営管理制度の進め方 （今後の取り組み）



・経営管理権集積計画
〇意向調査結果や森林所有者からの申し出を踏まえ

適正に森林整備が実施されていない森林を選定
（関係者する利権者全員の合意が必要です。）

〈計画書記載項目〉
森林所有者氏名・住所・森林の所在地・面積
経営管理権存続の期間（始期、終期）
森林施業の実施内容
木材生産が行われる場合は、精算の方法
※計画内容について森林所有者に再度確認を行い
同意がいいただければ、経営権の委託処理を行います。

森林経営管理制度の進め方（今後の取り組み）





・経営管理権集積計画
期間（始期、終期）や森林施業の実施内容について

森林経営管理制度の進め方
（今後の取り組み）

１年生 ３０年生 ５０年生 ６０年生 １年生 １０年生

例１
計画期間制限なし

間伐２回

計画期間15年以上

主伐、植栽、下刈り

植栽から

１０年以上

例２

※例１ 主伐を伴わない場合 期間に制限なし
※例２ 主伐を伴う場合は、15年以上の計画（主伐後10年以上）



徳島県が認定する林業事業体に
経営管理実施権を再委託

経営管理実施権を行使し
林業経営を実施

森林経営管理制度の進め方（今後の取り組み）

経営管理実施権配分計画

経営管理権集積計画樹立後

那賀町の直営事業

那賀町が間伐等の森林施業を実施



・経営管理実施権配分計画
〇経営管理権集積計画の中から

立地条件が良く、経営可能な森林を対象に
市町村が選定した事業体に経営実施権を再委託します

〈計画書記載項目〉
森林所有者氏名・住所・森林の所在地め・面積
経営管理実施権の存続期間（始期、終期）
森林施業の実施内容
木材生産が行われる場合は、精算の方法
※計画内容について森林所有者に事前に情報提供があります
計画樹立後、経営管理受益権を林業事業体が取得した旨の通知がありま

す。

森林経営管理制度の進め方（今後の取り組み）





・市町村森林経営管理事業
〇市町村が主体となり計画的な森林整備の実施

奥地や条件不利地等において、間伐等の森林整備や
必要に応じて複層林施業を実施

〈事業内容〉
森林境界の明確化
森林現況調査
森林整備実施

森林経営管理制度の進め方（今後の取り組み）



林業の成⾧産業化 と 森林環境の保全 を目指して

温暖化防止

災害防止

水源かん養

木材生産

地域雇用

地域経済

森林経営管理制度により期待される効果
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現に所有している者・
所有者と見なされる者

森林の土地の境界に
関する測量の実施状況

森林経営計画の
認定状況
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• 森林の土地一筆ごとに整備された、所有者情報や
地図情報のＧＩＳデータ。（文字情報と図面）

• 令和元年4月から市町村が管理・運用。
• 登録内容は

森林の所在地、登記簿上の所有者、占有者、
地積調査・明確化の有無、森林経営計画の有無

• 今後、正確な情報に修正しながら、意向調査の結
果などを反映していきます。

※「森林管理制度のパンフレット」や「意向調査のアンケ－ト」の
送付 は、林地台帳の登録情報をもとに実施されます。

「林地台帳制度」について



設立 令和元年７月８日
 協議会会員

阿南市 那賀町 美波町 牟岐町 海陽町
徳島県林業戦略課 徳島県南部総合県民局
徳島森林づくり推進機構（協議会事務局）

 設立の目的
新たな森林管理システムを円滑に実施するため、制度の

周知や森林所有者への意向調査など、各市町で行うことと
なった共通の事務を合理的に実施するとともに、外部有識者の技術
的な支援を得られるよう合同で取り組むこととし、適正な森林管理
を通じて、森林吸収源対策の推進及び山地災害等の予防に資する。

阿南市 那賀町 美波町 牟岐町 海陽町 でつくる
とくしま南部地域森林管理システム推進協議会



ご清聴ありがとうございました。


